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年 3月期）から適用を開始した「早々期適用企業」と、2004 年度の年度決算（2005 年 3
















































































(8) [榎本正博, 1998, p.41-56]

















































































レジャー白書（2014）(11)によれば、2013 年のスポーツ関連の全体の市場規模は 3兆 9180
億円で、前年比 0.1％増であった。スポーツ関連の全体の市場規模は 1991 年から比較する
と、約 7割に落ち込んでいるが、ここ 10 年程度の落ち込みはそれほど大きくなく、少子高
齢化やバブル前後の旺盛な消費活動が落ち着いたことなどが原因と考えられる。
そのうちゴルフ関連市場については、大きくゴルフ用品・ゴルフ場・ゴルフ練習場に分























































































































































































は野鳥の里ゴルフクラブの跡地を買取り、2013 年 8 月から霊園の造成工事を進めてきた。





















































(12) [長岡勝美, 2006, p.5-7]

































表 4 2001 年の主なゴルフ場経営業者の倒産
倒産月 商号 負債額（百万円） 資本金（千円） 倒産態様 所在地
1 月 藤越開発㈱ 25,700 30,000 民事再生法 福島県
㈱吉井カントリークラブ 20,000 10,000 民事再生法 東京都
富士カントリークラブ㈱ 16,000 45,000 民事再生法 福岡県
㈱旭川グリーンカントリー倶楽部 11,800 10,000 破産 北海道
2 月 ザプリビレッジゴルフクラブ㈱ 38,300 110,000 民事再生法 千葉県
瑞穂観光開発㈱ 10,700 80,000 民事再生法 京都府
岡山空港開発㈱ 9,990 100,000 民事再生法 岡山県
3 月 ㈱エヴァンタイユ 25,200 35,000 民事再生法 栃木県
4 月 ナイス・ミドル・スポーツ倶楽部㈱ 66,000 150,000 民事再生法 大阪府
コマ開発㈱ 28,000 300,000 民事再生法 奈良県
ナイス函館カントリークラブ㈱ 22,800 20,000 民事再生法 北海道
㈱馬頭ゴルフ倶楽部 19,400 100,000 民事再生法 栃木県
㈱美祢カントリークラブ 18,000 50,000 民事再生法 山口県
㈱ザ・フォレストカントリークラブ 14,700 200,000 民事再生法 静岡県
㈱ザ・オークレットゴルフクラブ 8,300 35,000 民事再生法 大阪府
㈱センチュリー 8,200 250,000 民事再生法 福島県
鹿島総業㈱ 5,000 30,000 任意整理 滋賀県
5 月 ㈱清川カントリークラブ 68,000 76,000 民事再生法 神奈川県
浪速企業㈱ 18,000 96,000 民事再生法 大阪府
関越開発㈱ 12,600 198,000 破産 東京都
6 月 ㈱秦野カントリー倶楽部 61,200 1,324,925 民事再生法 東京都
㈱ベルビエ 9,500 50,000 特別精算 福島県
㈱新潟紫雲寺公園ゴルフ倶楽部 4,060 1,408,100 民事再生法 新潟県
7 月 ㈱栃木富士工 19,800 20,000 民事再生法 東京都
㈱サホロリゾート 14,400 100,000 民事再生法 北海道
㈱宮崎富士工 12,600 30,000 民事再生法 宮崎県
17
グランド・エンタープライズ㈱ 5,830 40,000 民事再生法 熊本県
ダイヤモンド観光㈱ 2,480 24,000 民事再生法 新潟県
8 月 ㈱朽木ゴルフ倶楽部 14,298 10,000 民事再生法 滋賀県
9 月 北村東信㈱ 28,200 21,000 破産 東京都
㈱平戸ゴルフクラブ 10,000 100,000 民事再生法 東京都
㈱ディアーパークゴルフクラブ 6,000 80,000 民事再生法 奈良県
水島シーサイド開発㈱ 2,450 100,000 特別精算 岡山県
10 月 ロイヤル開発㈱ 29,100 30,000 民事再生法 茨城県
㈱岐阜稲口ゴルフ倶楽部 17,009 100,000 民事再生法 岐阜県
春日居観光開発会社 12,500 100,000 民事再生法 東京都
㈱春日居ゴルフ倶楽部 12,500 30,000 民事再生法 山梨県
延岡観光開発㈱ 3,300 100,000 民事再生法 宮崎県
11 月 京奈観光開発㈱ 24,000 90,000 民事再生法 奈良県
箕面観光開発㈱ 21,000 120,000 民事再生法 大阪府
那須伊王野開発㈱ 19,000 40,000 民事再生法 栃木県
㈱デュオ 12,300 70,000 民事再生法 東京都
㈱山陽カンツリー倶楽部 10,000 20,000 民事再生法 兵庫県
豊富ゴルフ㈱ 3,400 82,750 破産 北海道
12 月 プレミアゴルフ㈱ 41,168 6,780,000 民事再生法 東京都
㈱上総モナークカントリークラブ 20,000 9,865,000 民事再生法 千葉県
神戸相生ゴルフ㈱ 18,600 80,000 任意整理 東京都
鈴鹿の森観光開発㈱ 18,000 80,000 民事再生法 三重県
東城ゴルフ㈱ 10,000 10,000 任意整理 東京都
㈱ジェイ・ジイ・エル 9,415 54,400 任意整理 東京都
高橋リゾート開発㈱ 9,000 75,000 破産 北海道
讃岐開発㈱ 5,277 96,000 民事再生法 香川県
平成ゴルフ㈱ 3,000 50,000 任意整理 宮崎県
「月刊レジャー産業資料」2002 年 5 月号(14)を元に筆者作成。




った、日東興業株式会社がある。1997 年 12 月 25 日、日東興業株式会社が和議開始を東京

























のはわずか 10か所にとどまった。こうした事態に対する会員からの反発や 10 年間の償還
期限が迫っていたことにより、一時は全会員の 20％に及ぶ返還請求が予測され、経営が危
ぶまれた。折からのゴルフブームと、バブル期の会員権相場の上昇に助けられ、実際の返
(16) [株式会社帝国データバンク, 「特別企画：第 20回ゴルフ場経営業者の倒産動向調査」,


































レジャー白書（2014）によれば、2013 年のホテル事業の市場規模は 10,820 億円で、前






厚生労働省(18)によれば、平成 25 年 3月末現在の旅館業の営業許可施設数は、8万 412 施
設であり、前年度より 992 施設の減少となっている。うち、ホテル営業施設数は 9,796 施
(18) [厚生労働省健康局生活衛生課, 「ホテル・旅館概要」,











































































































































































































(19) [中村恵二, 2012, p.120-123]
(20) [株式会社帝国データバンク, 「特別企画 第 6回：旅館・ホテル業者の倒産実態調査」,

































































2007 年の旅館・ホテルの M&A の金額は 1兆 1104 億円となり、１兆円を超え、そのなか
でも外資による OUT-IN の M&A は 6765 億円を占めた。しかし、2008 年のリーマンショック
による金融危機を受け、OUT-IN の M&A は 295 億円と激減した(25)。
(22) [綜合ユニコム株式会社『月刊レジャー産業資料』2002 年 7月号, p.136]
(23) [綜合ユニコム株式会社『月刊レジャー産業資料』2006 年 7月号, p.131]
(24) [株式会社銀行研修社『ターンアラウンドマネージャー』2007 年 9月号, p.87]
(25) [株式会社レコフデータ『MARR:Mergers&acquisitions research report』2009 年 11 月号
p7-8]
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(26) [日経 BP 社『日経ビジネス』2008 年 2月 11 日号, p.53]
















































































































































































































辻（2009）(29)によれば、2004 年 3月期からの早々期適用企業は 179 社、2005 年 3月期
からの早期適用企業は 345 社、そして 2006 年 3月期からの強制期適用企業が 1555 社であ
った。財務省（2007）(30)「法人企業統計調査附帯調査（「固定資産の減損会計」の導入に
ついて）（平成 18年度）」によれば、資本金 1 億円以上の企業における減損損失計上額は
2003 年度に 6960 億円、2004 年度に 2兆 1604 億円、2006 年度に 4兆 407 億円、2006 年度
に 1兆 8305 億円となっている。
(29) [辻正雄, 2009, p.13-14]
(30) [財務総合政策研究所, 「法人企業統計調査附帯調査（「固定資産の減損会計」の導入につ
いて）（平成 18 年度）」, http://www.mof.go.jp/pri/reference/ssc/results/h18_genson.pdf ,
2014 年 10 月 11 日閲覧]
31































表 11 2003 年減損損失の内訳
財務省「法人企業統計調査附帯調査（「固定資産の減損会計」の導入について）（平成 18 年度）」を元に筆者作
成。













土地 その他の有形固定資産 建設仮勘定 ソフトウェア その他の資産
33
表 13 2005 年減損損失の内訳
財務省「法人企業統計調査附帯調査（「固定資産の減損会計」の導入について）（平成 18 年度）」を元に筆者作
成。



























順位 企業名 減損損失額（億円） 主な対象
1 大京 1,828 賃貸マンションやゴルフ場
2 新日石 1,756 ガソリンスタンド用地
3 東急 909 賃貸ビルやゴルフ場
4 三菱自動車 843 海外工場の生産設備
5 JFE 753 ゴルフ場や遊休地
6 東電 724 建設中の発電設備
7 新日鉄 600 遊休地やテーマパーク
8 三井住友建設 595 賃貸ビルやゴルフ場
9 大成建設 526 ゴルフ場
10 JR 東日本 463 社宅跡地や駅ビル
日本経済新聞 2005 年 6月 25 日朝刊を元に筆者作成。
表 14 は、2005 年 3 月期に減損会計を早期適用した企業のうち、損失額の大きい上位 10
社であるが、そのうち半分もの企業が、ゴルフ場を主な減損対象資産としている(33)。これ
以外にも伊藤忠商事株式会社が、2004 年 3月期決算でゴルフ場などで 400 億円の減損損失
を計上、三井不動産株式会社が 2005 年 3月期にゴルフ場など 4 コースで 230 億円の減損損
失を計上するなど、ゴルフ場事業を運営する企業が減損損失を計上することになった。
(32) [日本経済新聞 2002 年 8月 30 日朝刊, p.3]




土地再評価法とは、正式名称を「土地の再評価に関する法律」といい、1998 年 3月 31
日に施行された。その内容は、企業の保有する事業用土地を対象とし、その簿価を時価で










なり、併せて 2002 年 3月 31 日まで実施期間が延長されることとなった。これにより、含
み益が生じている土地を保有する一般事業会社においても自己資本比率の向上を図ること








(34) [長島恒雄, 1998, p.30]














法の適用期限である 2002 年 3 月期には実施企業が 280 社に上り、これまでの累計では上場












(36) [中島康晴, 2002, p.106]
(37) [川島健司, 2004, p.747]















三菱地所 3,998 三井不動産販売 ▲500
三井不動産 2,117 日栄 ▲209
近畿日本鉄道 1,323 三井ホーム ▲171
マツダ 1,253 上新電機 ▲142
いすゞ自動車 847 森精機製作所 ▲136
阪急電鉄 780 大塚商会 ▲121
南海電気鉄道 534 バンダイ ▲119
名古屋鉄道 487 クラヤ三星堂 ▲117
ジャパンエナジー 448 青山商事 ▲113
住友重機械工業 446 日立メディコ ▲111
東洋紡 436 オムロン ▲96
東京ドーム 433 セガ ▲93
雪印乳業 385 三菱建設 ▲89
ダイエー 380 アマダ ▲89
(39) [日経産業新聞 2000 年 12 月 22 日, p.15]
38
三菱マテリアル 374 日本コムシス ▲86
京阪電気鉄道 372 ローソン ▲84
東武鉄道 341 ワールド ▲83
昭和電工 336 日本テレコム ▲77
福山通運 335 東武ストア ▲72
東急不動産 332 エス・バイ・エル ▲66























































(40) [坂田和光, 2008, p.38]
(41) [日経産業新聞 1999 年 2月 16 日, p.32]
(42) [橋本基美, 「ようやく実現する会社分割制度の創設」,
http://www.nicmr.com/nicmr/report/repo/2000/2000spr16.pdf , 2014 年 10 月 6 日閲覧]
(43) [日本経済新聞 2000 年 1月 15 日朝刊, p.3]






















(45) [中村慈美, 2014, p.1]
(46) [坂田和光, 2008, p.46]
42
第２節 組織再編制度の適用実態
表 16 日本の M&A 件数と金額
レコフ M&A データベース(47)より筆者作成
上図はわが国におけるM&Aの総件数と総金額の推移を表したものである。M&A件数は1999
















































































(48) [経済産業省, 「平成 25年純粋持株会社実態調査確報―平成 24年度実績―概況」,
http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/mochikabu/result-2/h25kakuho/pdf/h25kakugaiyo.p
































































表 19 ゴルフ業界の M&A 件数と金額
レコフ M&A データベースより筆者作成





































































































































2000 年前後から件数が増加し、減損会計の強制適用期である 2006 年に向けて急増したあ
と、2007 年にピークに達し、その後は減少傾向を示している。ホテル業界に関しては、1999





















(50) [日経産業新聞 2004 年 9月 27 日, p.26]
(51) [日経産業新聞 2005 年 2月 18 日, p.13]











































































































































2000 年 1 月期決算にて、再評価前の土地帳簿価額 501 億円、再評価後の帳簿価額 1358 億
円、再評価差額 857 億円、496 億円を再評価差額金として株主資本に繰り入れた。株式会
社東京ドーム本社や、東京ドームのある文京区エリアの土地を路線価で評価し、簿価 360
億円に対して再評価後の価格は 1350 億円となった。一方で、それ以外の土地は再評価後の




































(53) [日本経済新聞 2006 年 7月 27 日, p.3]




株式会社東京ドーム 2007 年 1月期有価証券報告書を元に筆者作成
表 22 減損を認識した資産（減損を認識した資産グループの概要）
場所 用途 種類 減損損失（百万円）
千葉県市原市 ゴルフ場 土地、建物等 10,578
栃木県那珂川町 ゴルフ場 土地、建物等 4,232











北海道札幌市他 賃貸不動産（8件） 土地、建物等 2,945
宮城県人和町 場外車券発売場 土地、建物等 1,286













東京都文京区他 社宅等（4件） 土地、建物等 432
千葉県市原市他 遊休資産（12 件） 土地、建物等 579
合計 39,817






















































































































回転率は横這いである（ROA： 2000 年 1.2％、2001 年 0.4％、2002 年 1.2％、2003 年 1.3％、
2004 年 1.3％、2005 年 1.4％、2006 年 1.8％、2007 年 2.7％、2008 年 3.8％ 有形固定資
産回転率：2000 年 36.5％、2001 年 33.0％、2002 年 32.1％、2003 年 31.3％、2004 年 32.3％、
2005 年 30.4％、2006 年 32.0％、2007 年 34.2％、2008 年 34.6％）。2012 年 1 月期（2011
年 2月初～2012 年 1月末）は、ROA が大きく落ち込んでいるが、これは 2011 年 1 月 30 日




























辺を中心として、372111 戸 6886 棟（2014 年 8月末現在）を展開している。また、子会社












1978 年 事業主別マンション発売戸数で初の業界第 1位。
1979 年 住宅流通センター（現株式会社大京リアルド）を設置し、不動産流通・仲介事業
を開始。
1982 年 東京証券取引所市場第 2部に上場。
1984 年 東京証券取引所市場第 1部に指定替え。
(55) [株式会社不動産経済研究所, 「全国マンション市場動向 2013 年（年間のまとめ）」,
http://www.fudousankeizai.co.jp/share/mansion/157/z2013.pdf , 2014 年 10 月 6日]
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理業協会が設立されたのは、さらに 10年後の 1978 年であった）。主要ブランドのライオン
ズマンションを中心とした、マンション分譲事業は拡大を続け、1978 年には年間 4289 戸
59


















ンション調布」を発売する（3～12 階建て 5棟、総戸数 654 戸）。1982 年には東京証券取引







ージ）が、1998 年にはマンション管理受託戸数で全国第 1 位になるなど、周辺事業でも成
長を続ける。マンション分譲事業でも、1999 年には初めての定期借地権付きマンション「ラ
イオンズマンション西武立川」（9 階、総戸数 135 戸）、初のインターネット対応マンショ
ン「ライオンズマンション渋谷道玄坂」（13 階、総戸数 99戸）、初のペット対応可マンシ
60
ョン「ライオンズステージ五反野弐番館」（5 階、総戸数 45戸）、2000 年には地域共生の取
り組みを行った「ライオンズガーデン谷中三崎坂」（6階、総戸数 43 戸）、2001 年には環境
共生住宅の認定を受けた「グリーンティエラ星ヶ丘」（7階、総戸数 117 戸）、ITネットワ
ーク家電対応「ライオンズステージ横濱元町」（7階、総戸数 80 戸）、2003 年には子育て支
援マンション「ライオンズシティ本所吾妻橋」（15 階、総戸数 39 戸）、防犯モデル「ライ

















































金融支援の内容は、債務免除が 4100 億円、債務株式化が 600 億円(58)。その後も自力再建
を目指し、メインバンクの UFJ 銀行を通して、森トラストなどに資本・業務提携を持ちか
(56) [日経 BP 社『日経ビジネス』1993 年 2月 22 日号, p.41-42]
(57) [日本経済新聞 2002 年 5月 14 日朝刊, p.1]
(58) [日経産業新聞 2002 年 5月 16 日, p.17]
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用を申請し、連結対象から外れることになった。2004 年 11 月には、大京グループで保有
するオフィスビル「紀尾井町第 26ビル」を米投資銀行モルガン・スタンレーグループに、
360 億円で売却。他にも賃貸ビルやホテルなど約 30 軒などを含めて総額 510 億円を売却す
るなど、資産の整理を進めた。さらに、西新宿大京ビルなど 10軒程度のオフィスビル他、
4 箇所のゴルフ場や 1000 戸超の賃貸マンションなど、ほぼ全ての資産を売却することを決
定・発表した(61)。
2005 年 1 月には、オリックス株式会社の支援が決定。3月にオリックス株式会社が第三
者割当増資約230億円と優先株200億円を引き受けることになった。2005年3月期決算は、
連結で経常損益が 260 億円の赤字、減損損失など約 2100 億円の特別損失を計上し、最終損
益も 1016 億円の赤字となった。翌 2006 年度に入っても不良資産の処理を進め、2006 年 3
月期にも 64 億円の減損損失を計上した。






(59) [日本経済新聞 2004 年 6月 6日朝刊, p.10]
(60) [日本経済新聞 2004 年 9月 21 日朝刊, p.1]






株式会社大京 2005 年 3 月期有価証券報告書を元に筆者作成。






株式会社大京 2005 年 3 月期有価証券報告書を元に筆者作成。






株式会社大京 2005 年 3 月期有価証券報告書を元に筆者作成。











株式会社大京 2006 年 3 月期有価証券報告書を元に筆者作成。




株式会社大京 2006 年 3 月期有価証券報告書を元に筆者作成。











表 31 株式会社大京の ROA と有形固定資産回転率
株式会社大京の有価証券報告書を元に筆者作成。
2004 年の産業再生機構の支援から、2005 年・2006 年の減損損失計上を経て、ROA と有形
固定資産回転率が大きく向上しているのが分かる（ROA：2004 年 1.7％、2005 年-6.1％、
2006年 6.5％ 有形固定資産回転率：2004年135.4％、2005年 311.9％、2006年 1501.2％）。






























































































































































2000 年 株式会社東急コミュニティーが東京証券取引所市場第 1部に指定替え。株式会社
イーウェル設立、福利厚生代行事業に進出。













































は、1988 年に第 1号として蓼科で開業、軽井沢・箱根・有馬など全国 24 カ所の主要リゾ
ートエリアに展開してきた。このリゾート事業により会員制リゾートサービスを提供して
いる。2008 年 4 月には、従来よりもハイグレードな仕様の「東急ハーヴェストクラブ VIALA
















場以来初の赤字に転落。実際には、1994 年 3 月期から稼働中のビル売却により利益を出し
ていたため、その頃から実態としては赤字経営であったという(63)。不良資産の処理を進め、
1999 年 3 月期と 2000 年 3 月期の 2年間で、本社ビルや東京千代田区にある赤坂東急ビル
などを売却(64)。2000 年 3月期末に、土地再評価法適用に伴い、固定資産の時価評価を実施
した。土地再評価前の帳簿価額 2041 億円、土地再評価後の帳簿価額 2022 億円で、再評価
差額金 19億 6900 万円を資本の部に計上した。また同年には、固定資産売却損として 71
億円、千葉県あすみが丘や季美の森等の、資産価値の低下した販売用土地の評価損 265 億
円も計上した。結果として、2000 年 3月期は、特別損失 363 億円、当期純損失 143 億円と
なった。









(63) [日経 BP 社『日経ビジネス』1996 年 9月 30 日号, p.11]

















し、減損処理を行った。この結果、2006 年 3月期は減損損失を 274 億円を計上した。









(65) [日本経済新聞 2004 年 8月 7日朝刊, p.10]
(66) [日経産業新聞 2004 年 11 月 19 日, p.22]
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当期純利益 10,143 1.8
東急不動産株式会社 2006 年 3月期有価証券報告書から筆者作成。
表 34 減損損失の内訳

























2011 年には、東急不動産株式会社、東京リゾートサービス、石勝エクステリアの 3 社が
出資して TLC ゴルフリゾートを設立し、ゴルフ場 10 コースを会社分割により譲渡される。
このスキームによって、東急不動産株式会社では減損損失が 289 億円発生したが、SPC を
通じた不動産売却の配当金により相殺した。この再編によって、ゴルフ場事業を独立した












（ROA：2000 年 0.9％、2001 年 1.2％、2002 年 1.7％、2003 年 2.3%、2004 年 2.5％、2005
年3.5％、2006年6.4％、2007年6.3％、2008年7.4％ 有形固定資産回転率：2000年119.3％、
2001 年 110.3％、2002 年 109.8％、2003 年 115.2%、2004 年 116.5％、2005 年 132.8％、2006












































































































































































































































なり、2000 年には連結での企業全体の最終損益が赤字に転落した。2002 年 3月期には、土
地再評価法を適用、事業用土地の再評価前差額金 532,467 百万円、事業用土地の再評価後














れており、2003 年から 2004 年にかけて伏見桃山城キャッスルランド、あやめ池遊園地と
いう歴史の長い遊園地の閉鎖、近鉄劇場及び近鉄小劇場の閉鎖などが行われた。































商業店舗（68 件） 建物及び構築物、土地等 京都市伏見区ほか

















後の減損会計適用前後にも ROA が大きく向上している。2008 年以降で一旦低下したが、そ
の後また復調している。一方で、有形固定資産回転率は多少の動きはあるものの、全体と
しては横這いから微減傾向にある（ROA：2000 年 0.5％、2001 年-0.4％、2002 年 0.2％、
2003 年 0.6%、2004 年 1.5％、2005 年 2.2％、2006 年 2.6％、2007 年 2.9％、2008 年 2.3％
有形固定資産回転率：2000 年 104.8％、2001 年 101.2％、2002 年 82.0％、2003 年 82.1%、








































































































































































遊園地・テーマパーク事業として、1977 年 11 月に着工、総工事費 120 億円をかけて、1981
年 4月に、東武鉄道の創立 80 周年祈念事業として「東武動物公園」が、伊勢崎線の旧杉戸
駅（現在の東武動物公園駅）に建設された。開業後しばらくは順調に推移し、初年度 200
万人その後も年間入場者 120 万人程度で推移していたが、1984 年に東京ディズニーランド
がオープンすると、経営が厳しい状況になった。様々な新しい設備投資を行うなど経営努
力を続けたものの、なかなか収支が改善せず、事業の見直しが検討されている。また、1993






てきた。例えばホテル事業では、東武鉄道グループの最初の都市ホテルは、1971 年 12 月
に開業した高輪東武ホテルである。その後 1973 年に宇都宮東武ホテルとしてビジネスホテ









(69) [森谷英樹, 2005, p.178-180]


























社が土地再評価益など 1413 億円を計上し、1500 億円に上るグループの損失処理の原資に
充て、子会社の債務超過の実質的な相殺を図る形となった。土地再評価法を適用する場合
(71) [森谷英樹, 2005, p.180-181]
(72) [日経 BP 社『日経トレンディ―』2011 年 11 月号, p.75]
(73) [森谷英樹, 2005, p.177]








日本経済新聞 2000 年 2月 24 日朝刊を元に筆者作成。
また、2001 年度には、保有していたゴルフ場の星の宮カントリー倶楽部、東武藤が丘カ
ントリー倶楽部、の評価額を引き下げる（星の宮カントリークラブ 217 億円から 35 億円、

















（ROA：2000 年 0.7％、2001 年 1.1％、2002 年 1.4％、2003 年 2.5%、2004 年 2.0％、2005
年1.8％、2006年2.7％、2007年2.8％、2008年2.5％ 有形固定資産回転率：2000年55.5％、
2001 年 50.7％、2002 年 53.7％、2003 年 57.0%、2004 年 56.5％、2005 年 54.8％、2006 年
56.3％、2007 年 58.3％、2008 年 58.6％）。




























































































































































従来の代表が引き続き経営者として残れることなどにより、2001 年には倒産した 53 社の
















































































年 3月 31 日まで実施期間が延長されることとなった。これにより、含み益が生じている土
地を保有する一般事業会社においても自己資本比率の向上を図ることができるようになっ
た。加えて、1999 年 10 月の企業会計審議会において減損会計が審議対象となることが決
定され、近い将来の減損会計導入が現実味を増してくると、土地再評価法は減損会計を見
越した事前対応としての性格も帯びてくるようになった。減損会計の強制適用が迫ってく






もなったからである。結果的に土地再評価法の適用期限である 2002 年 3月期には実施企業







































ゴルフ場事業やホテル事業を営む企業が属する業界では、1990 年代後半には M&A はごく
少数であったが、2000 年前後から件数が増加し、減損会計の強制適用期である 2006 年に
向けて急増したあと、2007 年にピークに達し、その後は減少傾向を示している。ホテル業

































いは会計制度の制定改廃により、具体的には 2000 年の土地再評価法の適用と、2006 年の
減損会計適用を機に、事業または企業全体の実態を財務諸表に正しく反映することが可能
になった。



































































































































































































表 42 調査対象企業 5社の施策と効果比較





土地再評価法 ☑ － ☑ ☑ ☑









ROA ◎ ◯ ◎ ◎ ◎














































































































本管理会計学会会誌管理会計学』第 15 巻第 2号、2006 年




川島健司「減損会計の測定をめぐる実証分析」『會計』169 巻 5 号、pp.736-751、2006 年
木村晃久「減損会計基準の早期適用による利益マネジメント－基準設定主体が早期適用を設けた趣








中島康晴「固定資産の減損会計への事前対応」『企業会計』54 巻 3号、pp.102-108、2002 年
永野則雄「会計方法の選択における『意味づけ』の役割―土地再評価法を例にして―」、『経営志林』
第 40 巻 1号、pp.1-13、2013 年
東原英子「連結会計情報とグループ経営の評価－関西私鉄 3社のセグメント分析－」、『経営情報研

















広瀬義州『財務会計（第 12 版）』㈱中央経済社、2014 年
新聞
日経金融新聞 2005 年 6 月 8日 p.7、「東急不、住友不、一転攻めに－借入金で新規投資、調達条件
有利に」日本経済新聞社、2005 年
日経産業新聞 1999 年 2 月 16 日 p.32、「株式交換」年内にも、産業界再編を後押し―低コストで 100％
子会社。」日本経済新聞社、1999 年
日経産業新聞 2000 年 12 月 22 日 p.15、「南海、ホテル事業再編－子会社の債務超過、土地再評価で
解消。」日本経済新聞社、2000 年
日経産業新聞 2002 年 5 月 16 日 p.17、「大京が支援要請、UFJ など 4行に 4700 億円。」日本経済新聞
社、2002 年
日経産業新聞 2004 年 9 月 27 日 p.26、「三菱地所、宮城のゴルフ場、ホテル売却。」日本経済新聞社、
2004 年
日経産業新聞 2004 年 11 月 19 日 p.22、「東急不、ゴルフ場買収、10 年ぶり－『那須国際』、総合リ
ゾートに整備」日本経済新聞社、2004 年
日経産業新聞 2005 年 2 月 18 日 p.13、「藤和不、ゴルフ場、ミサワリゾに売却。」日本経済新聞社、
2005 年
105
日本経済新聞 2000 年 1 月 15 日朝刊 p.3、「法務省が商法改正案、会社分割促進へ 2 類型―新設型、
効率化し収益向上。」日本経済新聞社、2000 年
日本経済新聞 2000 年 2 月 24 日朝刊 p.11、「東武、土地再評価を活用―新会社に土地現物出資、大
企業利用に道。」日本経済新聞社、2000 年
日本経済新聞 2000 年 3 月 19 日朝刊 p.7、「東急不動産、保有資産入れ替え加速－収益力向上図る」
日本経済新聞社、2000 年
日本経済新聞 2000 年 5 月 25 日朝刊 p.5、「会社分割 2法成立、通産省、税軽減を要望へ―株譲渡益
繰り延べなど。」日本経済新聞社、2000 年
日本経済新聞 2001 年 5 月 2日朝刊 p.17、「私鉄大手、グループ含み損処理加速―土地再評価法を活
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